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序-１ 北部丘陵の価値・魅力等                      

（１）北部丘陵の位置 

本計画の対象区域である「北部丘陵」は、東京都心から直線距離で約 35km、横浜の中心部

から直線距離で約 25kmの位置にあります。また、町田駅から北に 6km、多摩センター駅か

ら南に約 3km、唐木田駅から約 500ｍの距離にあり、多摩ニュータウンと町田市の既成市街

地との間に挟まれた大都市直近の約 1,000haの丘陵地帯です。町丁目では、上小山田町、下

小山田町、小野路町、図師町、野津田町の各一部に該当します。 

 

■北部丘陵の位置図 

 

※国土地理院 地勢図をもとに作成 

■北部丘陵における町丁目の位置 
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（２）北部丘陵の価値・魅力 

北部丘陵は、東京都心や横浜中心部から程近く、すぐそばには多摩ニュータウンや町田市の

市街地が広がる場所に位置します。そうした都市基盤の整った市街地が間近にある中で、豊か

な緑に恵まれ、今でも農の環境が維持・継承されており、数多くの歴史・文化の足跡も見るこ

とができます。こうした立地・農・水・歴史・文化はすべて北部丘陵の魅力であり、価値ある

まちづくりの資産です。 

 

■北部丘陵の価値・魅力 

〇 広域的な緑のネットワークの一翼を担う大緑地帯 

〇 大都市直近にあり、多摩丘陵の原風景を色濃く残す希有な地域 

〇 生物の生息・繁殖環境として恵まれた環境を維持 

〇 中世から現代まで、町田市の歴史・文化の足跡が蓄積されている 

〇 減少しつつあるものの、現在でも農の環境が維持・継承されている 

〇 フットパスの取り組みや湧水・里山の環境を保全・再生する活動が広がりつつある 

 

 

 

■北部丘陵の航空写真 

 

 

 

北部丘陵 
唐木田駅 

鶴川団地 

町田駅 

町田山崎団地 
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＜広域的な緑のネットワークの一翼を担う大緑地帯＞ 

北部丘陵は広域的には多摩丘陵の一角をなしています。東京の８つの丘陵の中でも最も大

きな多摩丘陵は、関東山地から町田市域を通り三浦丘陵に至る首都圏の広域的な緑のネット

ワークを形成しています。その中でも北部丘陵のある一帯は特に豊かな緑を抱える重要な地

域であり、南部の大楠山周辺の大緑地帯に対し、北部の大緑地帯といえる地域です。 

北部丘陵を水源とする一級河川の鶴見川は、川崎市、横浜市の市街地を流れ東京湾へと注

いでいます。その流域には非常に多くの人々が生活しており、鶴見川の治水は町田市のみな

らず下流の川崎市、横浜市にとっても重要です。平成 16年に策定された「鶴見川流域水マ

スタープラン」においても、北部丘陵は鶴見川の源流域として自然保全や貯留増進が望まれ

ています。 

このように、北部丘陵一帯の水と緑は広域的な視点からも価値が認識され、重要な役割を

果たしています。今後ともこうした環境の維持・保全が求められている地域です。 

■北部丘陵を含む広域的な緑のつながり 

 

 出典：緑被分布図※ （国土交通省都市・地域整備局,2007） 

※緑被分布図は、国土地理院長の承認を得て、同院の技術資料 D・1-No.393｢細密数値情報(10m メッシュ土地利用)首都圏｣

を利用し作成したものである。(承認番号 国地企調第 376 号平成 20 年 1月 4日) 

この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図 5000(土地利用)及び数値地図 2500(空

間データ基盤)を使用したものである。(承認番号平 19 総使、第 450 号) 

元データ：©CNES2005/Tokyo Spot Image Distribution 
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序-２ 町田市北部丘陵活性化計画について                  

（１）町田市北部丘陵活性化計画策定の経緯 

町田市では地域の貴重な資源である農と緑の保全と活用を基本とした「北部丘陵まちづくり

基本構想（以下、基本構想）を 2005 年 5 月に策定し、基本構想に掲げられた「農とみどり

のふるさとづくり」をテーマに、都市農業の振興、緑地の保全・活用等を実現する手法として、

農業振興地域の指定や「（仮称）農と緑の公社」の設立を中心に検討を進めてきました。 

北部丘陵まちづくり基本構想では、実現方策の主な手法として、農業振興地域の指定および

「（仮称）農と緑の公社」の設立を掲げていました。それらの実現に向けて検討を行ってきま

したが、農業振興地域の指定には面積要件（農振農用地 100ha以上）があり、要件を満たす

ための広域的な合意形成は困難な状況になりました。また「（仮称）農と緑の公社」は、北部

丘陵のまちづくり推進主体として、農、みどり、まちづくりの分野でハードからソフトまで全

てを担う組織として検討していましたが、農業振興地域の指定が困難になることで組織として

の収益性の確保が難しくなり、共同出資者の同意も難しく、設立が困難になりました。 

そのため、すみやかな北部丘陵の課題の解消及び活性化のために、これらに代わる手法や実

効性のある計画が必要とされました。 

そこで、「北部丘陵まちづくり基本構想」で示された「農とみどりのふるさとづくり」の主

旨を活かした新たな計画として、2011 年3 月に「町田市北部丘陵活性化計画」（以下、活性

化計画）を策定しました。 

（２）町田市北部丘陵活性化計画の概要 

活性化計画は『人と人が育む、美しく、いきいきとした町田ならではの里山をめざして』を

計画の目標像としています。また、北部丘陵における活性化の基本的な考え方や活性化の目標

像、基本的方針等を示すいわゆる「基本計画」と、基本計画で示された内容を実現するための

具体的な事業内容や進め方等を示した「実施計画」の２つの要素を併せ持つ計画です。 

■計画の目標像 

人と人が育む、美しく、いきいきとした町田ならではの里山をめざして 

東京都心や横浜の中心部から近く、多摩ニュータウンや町田市の市街地等、都市基盤の充実し

た中に、別世界のように広がる農の風景や樹林の緑、潤いあふれる水辺の風景が、北部丘陵の大

きな魅力です。それは同時に町田市民のみならず首都圏に暮らす多くの人々にとっても貴重な資

産です。 

こうした空間は、そこで生活を営む人々が、暮らしとのかかわりの中で維持し育んできました。

そうした自然や営みを含めて私たちは「里山」と呼んできました。しかし時代が変化する中で、

里山を維持することが難しくなってきています。 

そこでこれからは、北部丘陵で生活を営む人、環境保全活動に取り組む団体、訪れる人々、地

域の農産物を購入する消費者、教育や生産活動に取り組む学校や企業、行政等、北部丘陵に関わ

る多様な人々が担い手となり、相互の連携・協働によって水や緑を守り育むとともに、地域の生

活環境を整えながら魅力を高め、美しく、いきいきとした、町田ならではの里山として、将来へ

引き継いでいきます。 
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■町田市北部丘陵活性化計画 全体構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-１ 北部丘陵のこれまでの経緯 

・小野路地区・小山田地区における区画整理事業の中止 ほか 

１-２ 社会状況の変化 

・地球温暖化の防止や環境負荷の低減  ・生物多様性の保全 ほか 

１-３ 北部丘陵の価値・魅力、課題 
＜北部丘陵の価値・魅力＞ 

・広域的な緑のネットワークの一翼を担う大緑地帯 ほか 

２-１ 計画の前提 

・まちづくり基本構想の「農とみどりのふるさ

とづくり」の主旨を踏まえ、実効性のある計

画を立案 

＊農業振興地域の指定、「（仮称）農と緑の

公社」の設立に頼らず、これに代わる手

法を検討 

＊市街化調整区域の枠組みは変更しない 

１-４ 計画策定の必要性 
・北部丘陵の資産をさらに磨き、価値を高めて将来に引き継いでいくことが、活力のある地域の発展へとつながる。そのために、

北部丘陵の資産を将来に引きついでいくための明確な目標像や、その目標像を着実に実現していく道筋を示した計画が必要 

第１章 計画策定の必要性 

第２章 計画の基本的な考え方 

２-４ 計画の目標像 

２-２ 計画の枠組み 

・計画の位置づけ：他の関連計画との連携 

・計画の構成：基本計画と実施計画の要素を併せ持つ

計画 

・計画の期間：12 カ年（2011 年度～2022 年度） 

（取り組みの進捗状況や成果、社会経済状況の動向

を見極めながら、迅速で適切な対応ができるよう

に、３年ごとに評価・検証を実施し、結果を公表

するとともに必要に応じて見直しを行います） 

２-３ 計画の視点 

①農や緑に触れあう機会を創出し、多様な人々

との協働による心豊かな市民生活の実現 

②大都市直近の魅力を活かした町田独自のまち

づくりの推進 

③広域的に貴重な資産としての丘陵地の自然・

歴史・文化の継承 

２-５ 基本方針 

 

＜北部丘陵が抱える課題＞ 

・耕作放棄地や手入れの行き届かない樹林が増加 ほか 

町田ならではの里山を創造する担い手を育む 

①農業を実践する人から緑を楽しむ人、学校から企業ま

で、あらゆる人や組織を担い手として呼び込む 

②担い手を育み、交流の場を確立する 

③担い手がいきいきと活躍する環境を整備する 

いきいきと住み続けられる環境を整える 

①必要な道路を整備し、交通アクセスを改善する 

②生活の質を高める施設の整備をする 

③農地や農道の整備等により営農環境を改善する 

かけがえのない多摩丘陵の風景を将来に引き継ぐ 

①法制度等を用いて重要な緑を確実に保全・再生する 

②独自の誘導・支援により東京随一の美しい丘陵風景を

保全・再生する 

資源を磨き「地域力」を発信する 

①自然・歴史・文化資源を磨き、新しい観光・交流の拠

点をつくる 

②北部丘陵の魅力や活動を積極的に情報発信する 

③地域の経済的な循環が成り立つ持続可能な仕組みをつ

くる 

人と人が育む、美しく、いきいきとした 

町田ならではの里山をめざして 

基本計画の要素 
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３-１ ４つのプロジェクトによる事業の実施 

第４章 計画の推進に向けて 

第３章 ４つのプロジェクトによる展開 

４-１ 計画の推進体制の整備 

・地域住民を始めとする多様な担い手の協働 

・事業推進のための庁内体制の連携強化 

・国、都、近隣自治体との連携強化 

４-２ 計画の定期的な点検・評価 

・計画・プロジェクトの進行管理 

３-２ 先行事業実施地域におけるプロジェクトの展開イメージ 

生活・なりわい環境整備プロジェクト 

道路整備等交通アクセスの改善、生活の質の向上、営農環境の改善を図る事業を実

施する。事業の実施には北部丘陵の環境や風景との調和に十分配慮する。また初動期

から地域住民とともに検討し、協力を得ながら実施へとつなげていく。 

○生活道路の整備 

○道路整備に伴う土地利用方策の検討（地区計画制度等の活用） 

○丘陵の地形を活かした農地の改善や農道の整備 

風景継承プロジェクト 

重要な緑や美しい丘陵風景の保全・再生を図る。また同時に水路や河川の修景に取

り組む等、可能な場所から少しずつ風景を守り育む具体的な事業を行い、担い手によ

る保全・再生を基本としながら、必要な箇所は法制度の活用との両面から取り組む。 

○都市計画制度や町田市の緑の保全制度の活用 

○町田市景観計画による景観形成誘導地区等の活用 

○丘陵の風景に馴染む水路・河川の維持・改善 

地域力発信プロジェクト 

北部丘陵の魅力を高め地域ブランドの向上につなげるために地域資源を磨き、観

光・交流を図る事業、北部丘陵の魅力や活動を幅広く情報発信する事業、地域の経済

的な循環の確立につながる事業などを戦略的に展開する。 

○フットパスの環境整備 

○「（仮称）北部丘陵ポータルサイト」の開設 

○農産物直売所の開設・運営の支援 

担い手確保・育成プロジェクト 

担い手の様々な志向や北部丘陵への関わり方に応じて多様な事業を展開する。そう

した担い手の活動が定着し、自律した活動へつながるように支援する。また事業には

市有地を先導的に活用しながら民有地の活用へと広がる取り組みを行う。 

○市有地を活用したアイデアコンペの実施 

○市民農園、体験農園の整備 

○企業・大学の社会貢献活動等と連携した農地・樹林地の活用 

 

 

『町田スタイル』で取り組む 

４つのプロジェクト 

 

『町田スタイル』とは、北部丘陵に

関わる人々がそれぞれの資源や能

力、得意分野を活かし、話し合う機

会を持ちながら、交流を深めビジョ

ンを共有して実践していく取り組

み方法 

・小山田地域 ・小野路地域 

実施計画の要素 

具体事業 

イメージ 

具体事業 

イメージ 

具体事業 

イメージ 

具体事業 

イメージ 
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（３）町田市北部丘陵活性化計画の成果と課題 

活性化計画の策定後、計画の目標像や基本方針の実現に向けて、各種事業を実施してきまし

た。実施事業の点検・評価については活性化計画に基づき、３年ごとに実施し市のホームペー

ジ等を通じて公開してきました。 

各種事業が実施されることにより一定の成果が見られる一方で、活性化計画に示した計画の

目標像や基本方針の実現の視点からみると、幾つかの課題もみられます。 

そこで、これまでの主な成果と課題をまとめると以下のように整理できます。 

 

① 拠点の整備 

活性化計画において、小野路宿交流・回遊の拠点として位置づけた場所に、2013年９

月「小野路宿里山交流館」を開設しました。開設以降、数多くの方々に活用されており、

2016年5月には来場者が10万人を超え、北部丘陵の活性化に大きく貢献しています。 

しかし、活性化計画では、こうした交流・回遊の拠点を４箇所整備する計画としていま

すが、現状では小野路宿里山交流館以外の整備は進んでいません。 

 

② 里山環境再生協働事業 

2005 年度より鶴見川源流保水の森および小野路町奈良ばい谷戸では、「里山環境保全

再生協働事業」として活動団体（NPO 等）と保全再生の取り組みを継続しています。そ

うした保全再生活動もあり 2015 年度には、奈良ばい谷戸が「関東・水と緑のネットワ

ーク拠点百選」に町田市内で初めて選定され、環境省が所管する「重要な里地・里山」に

も選定されました。 

今後もさらにこうした取り組みを推進していくことが必要とされますが、里山環境の維

持や保全活動の充実および促進を図り、保全活動が意欲的に進められていくためには、新

たな仕組みが必要とされます。また、必要に応じ、法制度を活用した区域指定等による確

実な保全を検討します。 

 

③ 農地・山林の利活用 

2011 年 5月より「農地利用集積円滑化事業（農地あっせん事業）」を開始し、2016

年 4 月 1 日現在約 14ha の農地あっせんを実現しました。市有農地の活用率も５割を超

え、農業研修農場の卒業生が北部丘陵内の農地で就農を行うなど、農地の利活用が進んで

います。 

その一方で、山林については「源流・保水の森」「奈良ばい谷戸」を除き、維持管理や

活用に向けた具体的な取り組みが思うように進んでいません。一部の地域では、適切な維

持管理がなされず、水土砂災害や山林火災の発生が懸念される場所もあり、そうした危険

を回避することも必要です。 
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④ 生活空間としての整備 

2016 年４月１日現在、農地整備については約 1,０ha実施しました。また、農道整備

も総延長約 3,000ｍを実施しており、農地・農道の整備は進められています。 

しかし、北部丘陵は大半が市街化調整区域であること等から、生活空間としての整備が

十分といえる状況ではありません。道路整備については、市道忠生 579 号線や都道 155

号線など複数の路線で整備に向けた協議を実施していますが、都市基盤の整備に関わる事

業は完成までに長期間を要するため、実質的な整備には至っていません。 

 

⑤ 各種事業の連携 

2012 年３月より下小山田町で小山田小学校関係者及び地域住民を中心とした「小山田

の森委員会」を、2012年２月より小野路町で地域の農業者を中心とした「木こり応援隊」

を、2013年１月より上小山田町で田中谷戸街づくり協議会を中心とした「ヤマツツジの

里」を、市民協働事業として実施しています。 

このように、活性化計画の策定以降、各種事業を実施する中で、これまでの担い手に加

えて、新規就農者や北部丘陵に関心を持ち活動する団体が現れるなど、ここ数年の間に多

様な担い手が増えつつあります。しかし、個別の事業や取り組みをつなぐ仕組みが十分で

はなく、北部丘陵全体として十分な情報共有や相乗効果が図られていません。 

 

⑥ 北部丘陵の情報発信 

2012 年度より、町田の魅力と活力を発信する農業＆産業フェスティバル「キラリ☆ま

ちだ祭」にブースを出展し、市庁舎１階イベントスタジオでの展示（概ね２週間程度）も

始めました。また、2014 年 1 月より町田市観光コンベンション協会と連携し、北部丘

陵で行われるイベント情報を町田市観光コンベンション協会ホームページにて掲載して

いただいています。 

また北部丘陵内で活動する団体の中にはインターネット等を活用して積極的に情報発

信を行っているケースもありますが、今後はこれまで以上に、北部丘陵の魅力をさらに効

果的に発信していく必要があります。 
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    町田市北部丘陵活性化計画アクションプラン 

                    策定の主旨等 
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１-１ 町田市北部丘陵活性化計画アクションプラン策定の主旨                    

2011 年 3 月に「町田市北部丘陵活性化計画」を策定し、計画における目標像の実現に向

けて、これまでに各種事業を実施してきました。前述のように、市有地については、農地利用

集積円滑化事業により農地のあっせんを行い、市有農地の中の活用率は５割を超えるなど、一

定の成果を得ることが出来ました。しかしその一方で市有山林の活用は十分にできていないな

ど、課題も残されています。 

そこで、上記に示した北部丘陵の課題を改善し、活性化計画で示した目標像の実現に向けて

取り組みを加速・促進していくために「町田市北部丘陵活性化計画アクションプラン」（以下、

アクションプランという）を策定します。 

具体的には、北部丘陵で住み続けられる環境の充実を図りながら、交流・回遊拠点の整備、

農地のさらなる活用、山林の維持管理や活用を進めるための具体的な取り組みの実施、情報発

信などを推進します。またそれぞれの取り組みにおいて、地域資源を活かした観光の視点を重

視するとともに北部丘陵の東西の回遊性の向上を図ることによって、北部丘陵全体の活性化に

資するよう取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-２ 町田市北部丘陵活性化計画アクションプランの位置づけ                    

アクションプランは、2011 年 3 月に策定した「町田市北部丘陵活性化計画」の策定以降

これまでの事業実施による成果と課題、社会経済状況等を踏まえて、活性化計画のさらなる推

進のために策定するものです。 

具体的には、活性化計画において位置づけられた計画の目標像や基本方針などの基本計画の

要素（第１章、第２章）を引き継いで定めます。そして、活性化計画における実施計画の要素

（第３章・第４章）においては、これまでの実施事業の成果や課題、経済社会状況を踏まえて、

活性化計画に位置づけた事業を精査し、今後実施する事業の重点化・明確化を図るものです。 

アクションプランは、北部丘陵の活性化の進展に向けて、市民や活動団体、事業者、市が協

働によって実施するための行動計画としての役割を果たすものとします。 
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■アクションプランの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町田市基本構想 

都市像：人と地域が主体のまち／人が集まり、豊かにすごせる魅力あるまち／活躍する人が育つまち 

町田市基本計画「まちだ未来づくりプラン」 

基本目標Ⅳ：暮らしやすいまちをつくる 

基本政策３：みどり豊かなまちをつくる 

政策２：まとまりのあるみどりを保全する 

北部丘陵まちづくり基本構想 

「農とみどりのふるさとづくり」 

町田市都市計画マスタープラン 

町田市緑の基本計画 2020 

町田市第４次農業振興計画 

町田市生きもの共生プラン 

町田市景観計画 

その他関連する計画 

町田市北部丘陵活性化計画 

 

４つのプロジェクトによる展開 

４つのプロジェクトによる事業の実施 

①担い手確保・育成プロジェクト 

②生活・なりわい環境整備プロジェクト 

③風景継承プロジェクト 

④地域力発信プロジェクト 

計画の推進に向けて 

町田市北部丘陵活性化計画 

アクションプラン 

※活性化計画に位置づけ

た事業を精査し、今後

実施する事業の重点

化・明確化を図る 

基本計画の要素（第１・２章） 実施計画の要素（第３・４章） 

即す 

趣旨を活かす 

整合 

計画の目標像 

人と人が育む、美しく、いきいきとした 

      町田ならではの里山をめざして 

基本方針 

①町田ならではの里山を創造する担い手を育む 

②いきいきと住み続けられる環境を整える 

③かけがえのない多摩丘陵の風景を将来に引き継ぐ 

④資源を磨き「地域力」を発信する 

※基本計画の要素の

考え方を引き継ぐ 
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１-３ 計画の期間                            

北部丘陵では、近年、小田急多摩線の延伸や新駅周辺のまちづくり、さらに多摩都市モノレ

ール路線の都市計画決定等、都市基盤が大きく変わろうとしています。 

このような状況の変化に対応するため現行の活性化計画は、町田市都市計画マスタープラン

や緑の基本計画の改定等と合わせて、2020年度に改定を行う予定です。 

アクションプランの計画期間は、活性化計画の改定が実施される 2020 年度までの４年間

を計画の期間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（年度） 2011          2014         2017        2020 

４年間 

町田市北部丘陵 

活性化計画 

アクションプラン 

改定 

町田市北部丘陵活性化計画 

10 年間 10 年間 

次期 

町田市北部丘陵活性化計画 
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       第２章 

       推進事業 
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２-１ 推進事業について                         

（１）重点事業の実施による効果的な推進 

活性化計画では、計画の目標像及び４つの基本方針を実現するために、４つのプロジェクト

を設定し、プロジェクトを構成するそれぞれの具体事業に取り組むこととしました。また、そ

れぞれのプロジェクトを関連づけながら実施することで相乗効果を生み出していくこととし

ました。 

アクションプランでは、限られた財源や計画期間の中で活性化計画を推進していくために、

取り組みの核となる５つの事業を「重点事業」として集中的に実施します。そして、北部丘陵

全体の活性化を目指す上で、重点事業と連携して取り組みを強化していくことで相乗効果が期

待できる 10の事業を示します。これら 15事業を「推進事業」として位置づけ取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重点事業  

⑥農地の改善や農道の整備 

アクションプランにおける推進事業 

⑦農業研修事業の実施 

⑧農地あっせん事業の実施 
⑨農業体験事業の実施 

①新たな交流・回遊拠点の開設 
②里山環境の回復や保全を 

促進する仕組みの構築 

 ③「（仮称）北部丘陵まちづくり 

推進ネットワーク」の構築 

 
④幹線道路等の計画・変更等 

⑤北部丘陵での活動や魅力の 

効果的な情報発信 

 

⑩市民協働による里山環境の再生・保全 

⑪生活道路の整備 

⑫新規バスルートの整備、増便 

⑬市街化調整区域における土地利用方策の検討 

（地区計画制度等の活用） 

⑭フットパスの環境整備 ⑮花のある道づくり 

重点事業と連携して取り組みを強化していく事業 

４つのプロジェクトによる事業の実施 

生活・なりわい環境整備プロジェクト 

・地域の生活環境の向上やさまざまな取り組みを実施して

いくための基礎となる都市基盤の整備 

風景継承プロジェクト 

・北部丘陵の特徴である水と緑豊かな環境の保全・再生 

地域力発信プロジェクト 

・さまざまな取り組みを積極的に情報発信し地域への関心

や魅力を高めるとともに、経済的な活力を向上 

担い手確保・育成プロジェクト 

・地域住民や新たな担い手が活躍できる多様な事業の展開 

担い手確保・育成プロジェクト関連 生活・なりわい環境整備プロジェクト関連 

風景継承プロジェクト関連 地域力発信プロジェクト関連 

北部丘陵活性化計画 
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（２）事業展開の考え方 

事業の実施にあたっては、得られる事業効果を想定しながら適切な実施時期や期間、順序を

見極めて展開していきます。市有地等を活用することで速やかに取り組むことが可能な事業に

ついては、積極的に市有地の活用を図ります。 

推進事業に位置づけた事業の多くが、市や地域住民、活動団体等など多様な主体が関わりな

がら進めていく必要があるものです。そのため事業を実施する際には、「第3 章 アクションプ

ランの推進方策」で述べるプラットフォームにおいて協議調整を行いながら、適宜機動的に推

進していきます。 

また取り組みには、モデル地区を対象とした実験的な試みを積極的に実践していきます。 
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■推進事業一覧 

事業名称 該当プロジェクト 

① 新たな交流・回遊拠点の開設 
担い手確保・育成 

地域力発信 

② 里山環境の回復や保全を促進する仕組みの構築 
担い手確保・育成 

風景継承 

③ 「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク」の構築 担い手確保・育成 

④ 幹線道路等の計画・変更等 生活・なりわい環境整備 

⑤ 北部丘陵での活動や魅力の効果的な情報発信 地域力発信 

⑥ 農地の改善や農道の整備 
担い手確保・育成 

生活・なりわい環境整備 

⑦ 農業研修事業の実施 担い手確保・育成 

⑧ 農地あっせん事業の実施 担い手確保・育成 

⑨ 農業体験事業の実施 
担い手確保・育成 

地域力発信 

⑩ 市民協働による里山環境の再生・保全 担い手確保・育成 

⑪ 生活道路の整備 生活・なりわい環境整備 

⑫ 新規バスルートの整備、増便 生活・なりわい環境整備 

⑬ 市街化調整区域における土地利用方策の検討（地区計画制度等の活用） 生活・なりわい環境整備 

⑭ フットパスの環境整備 地域力発信 

⑮ 花のある道づくり 地域力発信 

 

 

重 
 

点 
 

事 
 

業 
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２-２ 個別の事業概要                              

 

 

 

■個票の見方 

 

 

事業名： 

担当部署が取り組む事業名称 

該当プロジェクト名： 

当該事業が該当する活性化計画における

プロジェクト名 

概要： 

当該事業の概要 

目的： 

当該事業を実施する目的 

地域にとっての効果： 

当該事業を実施することで事

業を実施する地域にもたらさ

れる効果 

推進主体（実施主体）： 

当該事業を主体的に実施する

組織や部署等 

推進主体（関連主体）： 

当該事業の実施に関わる組織

や部署等 

主な内容： 

当該事業の実施における事業

展開イメージ 

事業目標（指標）： 

当該事業の進捗を確認するた

めの指標 

事業目標（現状）： 

2016 年度現在の事業の進捗状

況 

事業目標（目標水準）： 

最終年度の事業の達成状態ま

たは目標値 

実施計画： 

計画期間内の各年度の取り組

み 
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推進事業 ① 重点事業 
担い手確保・育成／地域力発信プロジェクト 

事業名 新たな交流・回遊拠点の開設 

概  要 

○小野路宿里山交流館の成果を踏まえつつ、来訪者を呼び込むこと等を考慮しながら新た

な開設箇所を検討する。 

○来訪者の回遊の拠点となるとともに、山林や農地を維持管理する担い手等の拠点となる

施設を北部丘陵内に複数箇所開設する。 

目  的 

○幅広い層の人々が北部丘陵へ訪れやすい環境をつくる。 

○里山環境の維持保全に関する地域活動の拠点をつくる。 

○産地直売所などの設置により、地域の経済循環をつくる。 

地域にとって

の効果 

○地域住民も施設を利用することができ、来訪者、地域住民、担い手の交流の場となる。 

○産地直売所の設置により、地域の農産物の販売等が可能になる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

市民、活動団体（NPO 等）、行政（北部丘

陵整備課） 

行政（農業振興課、産業観光課、企画政策課） 

 

主な内容 

 

① 開設箇所の決定及び開設に向けた検討  

○交通利便性や運営主体の有無など開設箇所の選定条件を整理し、交流・回遊拠点

として相応しい場所を決定。 

○開設に向けた検討を実施。既に開設した小野路宿里山交流館との立地のバランス

を考慮する。 

○既存施設の利活用を図るなど、開設費用の抑制や早期実現に向け工夫を図る。 

 

② 交流・回遊拠点の開設  

○交流・回遊拠点の開設。 

 

③ 新たな候補地を選定し、拠点開設に向けた取り組みを実施  

○新たな候補地の選定にあたっては、既に開設した交流・回遊拠点との連携やネッ

トワーク等を考慮するなど、北部丘陵全体の活性化に資するよう取り組む。 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
１箇所 

開設された交流・回遊拠点の数 目標水準 

（2020 年度） 
２箇所 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

開設箇所の決定・開

設に向けた検討 

開設に向けた検討 交流・回遊拠点の開

設 

次の候補地の検討開

始 
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■交流・回遊拠点の開設に向けた主な検討イメージ 

＜拠点の開設場所、運営主体の検討＞ 

○拠点の持続的な運営には、施設を運営する主体が不可

欠であることから、開設場所の検討は、施設を運営す

る主体を踏まえて行う。 

○また、北部丘陵全体の活性化を図るため、小野路宿里

山交流館との立地のバランスを考慮し、例えば大善地

区など小山田地区での開設を目指す。 

＜早期実現に向けた工夫＞ 

○既存施設の利活用による開設費用の抑制や、本格的な

開設に先立ちイベント等を実施して試行的な運営を行

いながら認知度を高めるなど、拠点の早期の実現に向

けた工夫を図る。 

出典：あいはらスタンプラリーオフィシャルサイト 

大善地域の位置 

＜来訪者のための機能＞ 

・休憩コーナー 

・観光パンフレット置き場 

 ほか 

＜地域活動のための機能＞ 

・地域活動のスペース 

・備品等の倉庫 

 ほか 

トイレ 

駐車場 

駐輪場 

産地直売所 

ほか 

＜拠点に求められる機能の検討＞ 

○新たな拠点は、来訪者の回遊の拠点となるとともに、拠点周辺の山林や農地等を維持管理す

るための担い手の拠点となることも想定し、それらの役割を効果的に果たすことができる機

能（施設）の整備を図る。 

拠点に求められる機能のイメージ 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な事業計画の立案＞ 

○持続的な運営を実現するため、伐採した竹による竹炭の生産、小山田ミツバの栽培、タ

ケノコの加工によるオリジナル商品の開発等を行うなど、地域の特性や産物を活かした

具体的な事業計画を立案する。 

交流・回遊拠点のイメージ 

地域の産物の販売の様子 

（小野路宿里山交流館） 
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推進事業 ② 重点事業 
担い手確保・育成／風景継承プロジェクト 

事業名 里山環境の回復や保全を促進する仕組みの構築 

概  要 

○里山環境の回復や保全を促進するための新たな手法を創設する。 

１）「（仮称）町田市山林バンク」の創設。手入れが行き届いていない山林について、山

林の維持管理を行いながらその自然環境を活用した取り組みを実践したい個人や

団体に対して地権者との橋渡しを行う仕組みを構築する。 

２）収穫した農産物の販売や環境学習体験プログラムの実施等により、個人や団体が自

ら収益活動を行い、里山環境の回復や保全活動の充実を図る仕組みを構築する。 

目  的 
○新たな手法の創設や現行制度の見直しにより担い手の活動場所や機会を増やし、里山環

境の回復や保全に関わる活動主体の拡大を図る。 

地域にとって

の効果 

○山林に人の手が入ることにより、土砂災害や山火事などによる危険性を減少させる。 

○里山環境を観光資源として活用することにより、地域の活性化につなげる。 

○管理された里山の景観が復元される。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

活動団体（NPO 等）、活用希望者、行政（北

部丘陵整備課） 

町田市観光コンベンション協会、行政（公園

緑地課、農業振興課、環境自然共生課）、地権者 

主な内容 

１）「（仮称）町田市山林バンク」の主な内容 

① 活用可能な山林を把握する基礎調査及び山林をマッチングする仕組みの構築  

○土砂災害の危険性、道路付けや駐車場の確保場所等を精査し、北部丘陵内におい

て活用可能な山林の位置や面積等を把握・抽出し、モデル地区を選定。 

○モデル地区において、山林の維持管理など一定の条件を定め、その範囲内で個人

や団体が自由に山林を活用できる仕組みを構築。 

② モデル事業の実施  

○モデル地区での実践を通じて、仕組みの課題を把握。 

③ 「（仮称）町田市山林バンク」の本格運用開始  

２）「（仮称）里山環境保全協定」の主な内容 

① 里山環境の回復や保全を促進する仕組みの構築  

○活動団体や個人が自ら収益を上げながら里山環境の回復や保全活動が行えるよ

うな仕組みを構築する。 

○活動団体や個人がタケノコ等の収穫物の販売、体験学習やツアーなど、活動を多

様化し、自ら収益活動を行い自立的な管理を行う。 

② モデル事業の実施  

○モデル地区での実践を通じて、仕組みの課題を把握。 

③ 「（仮称）里山環境保全協定」の本格運用開始  

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
なし 

新たな取り組みにより維持管理や活用が図

られた山林等の面積 
目標水準 

（2020 年度） 
5,000 ㎡ 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

モデル地区の抽出 
モデル地区での 

事業の実施 

モデル地区での 

事業の実施 

新たな取り組みの 

本格運用 
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1）（仮称）町田市山林バンクの仕組みのイメージ 

（仮称）町田市山林バンクの主な業務内容 

①活動適地の斡旋 
山林での活動を希望する団体が適地を求め、

山林バンクに問合せを行う。山林バンクは活動

内容、条件等を踏まえ適地を紹介。 

②活動協定の締結 
町田市、活動団体双方の条件を話し合い、活

動内容、期間等、活動協定を締結。 

③活動相談・安全管理指導 
協定締結後、国等の助成制度を案内する等、

活動資金の確保を含めた、活動団体からの相談

に応じる。 

安全技術指導、ボランティア保険の斡旋等、

管理の質の向上に向けた指導を行う。 

活動団体 

活動場所 

探し 
斡旋 

（仮称）町田市山林バンク 

【管理・運営】 

町田市  

①活動適地の斡旋 
②活動協定の締結 
③活動相談・安全管理指導 

活動団体 
活動団体 

山林所有者 

登録 
山林の 

維持管理 

山林所有者 

2）（仮称）里山環境保全協定のイメージ 

活動団体による 

取り組み 

 

収益事業の実施 

○体験学習、環境学習、ツアー、イベ

ント等の開催による収益 

○管理地での農産物の収穫、加工品の

製造、販売による収益など（6 次産業

化もイメージ） 

里山環境の保全・管理 

○下草刈りや樹木の伐採、生物多様性の

保全再生、谷戸田の田圃の再生など、

里山環境の保全・再生の実施 事業収益を、管

理地の里山環境

の回復や保全活

動に投資 

町田市 
 

○個人や活動団体が

管理地の里山環境

の保全・管理を行

うとともに、一定

の収益事業が可能

になる協定等を締

結 

団体の活動が発展    里山環境のさらなる向上 

協定等 

■山林における維持保全活動のイメージ 

下草刈・間伐材の伐採

による山林の管理 

竹炭の生産 しいたけ栽培 
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推進事業 ③ 重点事業 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク」の構築 

概  要 

○「（仮称）町田市北部丘陵活性化計画アクションプラン検討委員会（以下、検討委員会と

いう）」を２０１６年度以降も定期的に開催し、アクションプランの進捗状況の確認や中

期的な課題について継続的な検討を行う。 

○また今後、検討委員会に北部丘陵内で活動する団体等も加わることにより組織を発展さ

せ、活動主体間の情報交換の場としてプラットフォーム「（仮称）北部丘陵まちづくり推

進ネットワーク」を立ち上げ、５つの重点事業を中心として、総合的に事業を実施する

ことにより相乗効果を生み出す。 

目  的 
○個別の事業を相互につなぐことによる情報の共有化や連携を図ることにより、相乗効果

の発揮につなげる。 

地域にとって

の効果 

○北部丘陵内における様々な活動が連携し地域の活性化が図られる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

行政（北部丘陵整備課） 行政（市民協働推進課） 

主な内容 

① 検討委員会の継続的な開催  

○アクションプランを策定する（2016 年度以降）も検討委員会を継続的に開催し、

アクションプランの進捗状況の確認や、道路整備、市街化調整区域地区計画の検

討などの中期的・継続的な検討が必要な内容について意見交換を行う。 

○また、各所で進める個々の事業においては、関係者同士が意見交換や交流を深め

る場をつくる。（小さなプラットフォームの形成） 

② 「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク」の立ち上げ  

○検討委員会を中心に北部丘陵内で活動する様々な団体等が集まることにより組

織を発展させ、「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク（以下、推進ネッ

トワークという）」を立ち上げる。（大きなプラットフォームの形成） 

○推進ネットワークは、活動主体間の情報交換や相互理解、ビジョンの共有等を図

る場としての役割を果たす。また、活動主体間の協働や連携により取り組みに相

乗効果をもたらし、北部丘陵の活性化を促進する。 

○推進ネットワークが連携の核となり、地域や活動団体が主体となった持続的な街

づくりを行っていく。 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
なし 

（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワ

ークの立ち上げ 
目標水準 

（2020 年度） 
立ち上げ 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

検討委員会の継続開催。

小さなプラットフォ

ームの形成 

（仮称）北部丘陵ま

ちづくり推進ネット

ワークの立ち上げ 
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（仮称）町田市北部丘陵活性化計画アクシ

ョンプラン検討委員会を定期的に開催し、

徐々に多様な組織が参加することで、活動

主体間の情報交換ができる場に発展 

（仮称）町田市北部丘陵活性化計画 

アクションプラン検討委員会 

・アクションプランの内容についての検討 

・アクションプランの進捗状況の確認 

■（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワークのイメージ 

大学生の里山づくり 

プラットフォーム 

北部丘陵で起業 

プラットフォーム 

プレーパークづくり 

プラットフォーム 

歴史・文化巡り 

プラットフォーム 

農ある暮らしの実践 

プラットフォーム 

地域の活動団体 

企業 

地域住民 

行政 

農業を営む人 

樹林地を持つ人 

農や緑の魅力に 
魅せられた人 

自然・歴史・文化を 

楽しむ人々 

 

学校・学生 

（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク 

・意見を交わし交流を深める場 

・ビジョンを共有する場 

・計画の推進を担う場 

行政は、構成員と

事務局を兼務 

ＪＡ等の関連団体 
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推進事業 ④ 重点事業 
生活・なりわい環境整備プロジェクト 

事業名 幹線道路等の計画・変更等 

概  要 

○広域的・基幹的道路ネットワークのために必要となる道路や多摩都市モノレールの導

入空間となる道路について、整備手法等についての検討を行う。（（仮称）町田 3・4・

20 号線（延伸）、町田 3・4・22 号線、町田 3・4・40 号線、市道忠生 579 号線

（Ⅰ期）、市道忠生 630 号線（Ⅱ期）など） 

目  的 

○幹線道路等を整備することにより、地域における広域的なネットワークを強化し、地

域の広域アクセス性を高める。それを通じて、地域生活者の交通利便性を高めるとと

もに、新たな担い手を呼び込むための基盤整備につなげる。 

地域にとって

の効果 

○地域内外をネットワークする広域的な道路整備により、地域の交通利便性が高まる。

車利用による広域アクセスの確保と、歩道整備による安全な歩行者動線の確保が図れ

る。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

行政（道路整備課、交通事業推進課、都市

政策課、北部丘陵整備課） 
地権者 

主な内容 

① 整備対象とする幹線道路等の道路計画  

○町田 3・4・22 号線、（仮称）町田 3・4・20 号線（延伸）について、東京にお

ける都市計画道路の整備方針（第４次事業化計画）等での検討を踏まえ、具体的

な線形等について検討する。 

○準幹線道路【市道忠生 579 号線（Ⅰ期）、市道忠生 630 号線（Ⅱ期）】について

は事業を推進する。 

② 道路計画の決定  

○庁内、関係機関、地域との協議等を踏まえ、道路計画を決定する。 

③ 用地取得、道路築造工事への着手  

○地域への説明会、用地測量、道路事業用地の取得を行い、道路築造工事に着手す

る。 

④ 整備完了、供用開始  

  ○整備完了後、供用を開始する。 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
なし 

市道忠生 579 号線（Ⅰ期）及び市道忠生

630 号線（Ⅱ期）の整備完了 
目標水準 

（2020 年度） 
２路線の整備完了 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

整備 整備 整備完了 
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■北部丘陵で整備が予定されている幹線道路等の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■整備イメージ 
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推進事業 ⑤ 重点事業 
地域力発信プロジェクト 

事業名 北部丘陵での活動や魅力の効果的な情報発信 

概  要 

○北部丘陵内で行われている活動や地域の魅力等を効果的かつ継続的に情報発信し、北部

丘陵の認知度や関心を高める。 

○歴史文化資源や散策ルート拠点などを示した北部丘陵マップの作成、イベントの実施、

インターネットや観光コンベンション協会による情報発信など、具体的な実践を行う。 

目  的 

○幅広い層に北部丘陵に関する情報を発信し、北部丘陵の認知度や関心を高める。 

○観光で北部丘陵を訪れる人を増やす。 

○北部丘陵の新たな担い手を掘り起す。 

地域にとって

の効果 

○関心を高め訪れる人を増やすことで、多くの人に北部丘陵のことを理解してもらう。 

○将来的な北部丘陵の新たな担い手の掘り起こしにつなげる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

町田市観光コンベンション協会、行政（北

部丘陵整備課、産業観光課） 

行政（広報課） 

 

主な内容 

 

① これまでの情報発信の継続実施  

○「キラリ☆まちだ祭」でのブース出展、町田市観光コンベンション協会ホームペ

ージを通じた北部丘陵で行われているイベントの情報発信など、これまで実施し

ている情報発信を継続する。 

② 新たな情報発信ツールの作成や情報発信手法の活用  

○新たな情報発信ツールを作成する。 

＊多摩市や八王子市など周辺地域も含めた、歴史文化資源、散策ルート、拠点

の情報などを掲載したマップの作成 

＊町田市観光コンベンション協会と北部丘陵内の活動団体等が連携しガイド

ウォーク、体験教室、自然体験ツアー等を実施 

＊SNS 等の情報発信ツールを活用した新たな北部丘陵の情報発信方法の検

討・実施 

＊ケーブルテレビ等を活用した北部丘陵の情報発信 

＊他自治体との地域間交流の実施、地域情報誌等の活用 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
64％ 

市主催イベントの申込率 目標水準 

（2020 年度） 
80％ 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

70％ 73％ 76％ 80％ 
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＜「町田市の境界を辿る」ウォークツアー＞ 

町田市観光コンベンション協会 

○町田市一周約 78km の境界線に沿って、史跡や道

路等を「まちだ・観光案内人」と共に踏破する全

10 回のツアー。町田市周辺市鉄道駅等を起点に、

町田市内をウォーキング。 

＜鉄道会社によるウォーキングイベント＞  

多摩都市モノレール株式会社 

○多摩都市モノレール駅周辺の自治体や、他の鉄道会

社と共同で多摩都市モノレール沿線周辺のウォー

キングイベントを毎年企画。 

＜ＮＰＯによる他都市との交流＞ 

ＮＰＯ法人みどりのゆび 

○町田市内をはじめ、他都市の自然や歴史をめぐるウ

ォーキングツアーを企画・実施。「他のフットパス

を見てみよう」と題し、他都市のフットパスを地域

の歴史家・活動団体等にガイドしてもらうなど他都

市との交流を図っている。 

＜鶴見川源流祭＞  

ＮＰＯ法人鶴見川源流ネットワーク ほか 

○毎年、鶴見川流域で連携しながら活動をしている市

民団体と行政が一同に会し「鶴見川源流祭」を開催。

小山田緑地みはらし広場を本会場にして、模擬店や

展示を行うほかに「源流ウォッチング」などが行わ

れ、楽しみながら自然に触れ合える。 

■イベント等の参考事例 

出典：まちだの NPO 第 16 号（2016.年 4 月発行） 
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推進事業 ⑥ 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 農地の改善や農道の整備 

概  要 

○大幅な地形の変更は行わずに、丘陵の地形を活かしながら風景に配慮し、農地の改善

や農道の整備等を行い、営農環境を整備する。 

○2016 年 4 月までに、農道は約 3,000ｍ、農地は約 1.0ha の整備を実施した。今後

も着実に整備を進める。 

目  的 

○耕作環境を整え、自ら農を営むことはもちろん、新たな担い手が農に親しむ体験農園

等も実施しやすい状況を整えることにより、農地活用の選択肢を増やす。また一定の

農業収益も確保する。 

地域にとって

の効果 

○農地の改善や農道の整備等を通じて、民有地の営農環境を改善することで、持続的な

営農が可能になる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

地権者、行政（北部丘陵整備課、農業振興

課） 
市民 

主な内容 

 

① 具体的な検討   

○事業範囲、整備内容、事業費用等、実施に当たっての課題等を検討する。 

 

② 取り組みの実施  

○事業実施に向けて地域と検討・協議を行い、整備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 

農道：約 3,100ｍ 

農地：約 1.6ha 
整備した農道の総延長 

整備した農地の総面積 
目標水準 

（2020 年度） 

農道：約 3,500ｍ 

農地：約 3.3ha 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

農道：約 3,300ｍ 

農地：約 2.0ha 

農道：約 3,400ｍ 

農地：約 2.4ha 

農道：約 3,500ｍ 

農地：約 2.9ha 

農道：約 3,500ｍ 

農地：約 3.3ha 
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推進事業 ⑦ 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 農業研修事業の実施 

概  要 

○「町田市農業研修農場」の修了者は 2015 年度までに 56 名となり、修了者のうち

12 名が農地あっせん事業により農地を借りて耕作している。 

○今後も「町田市農業研修農場」のカリキュラムを充実させるとともに、研修修了後の

卒業生が活躍できるよう、北部丘陵で援農ボランティアや農業を行うことができる仕

組みを整える。 

目  的 
○北部丘陵を含め町田市内で農に興味のある担い手が活躍する環境を整える。 

地域にとって

の効果 

○人手が不足する農家で農作業を支援する人材が得られる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

活動団体（NPO 等）、農業研修参加者、行

政（農業振興課、農業委員会、北部丘陵整

備課） 

農業者 

主な内容 

 

① 農業研修農場の取り組みの拡充  

○現在行われている町田市農業研修農場でのカリキュラムを一層充実させる。 

○研修農場の運営は活動団体（NPO 等）に業務委託。 

② 研修を修了した卒業生に援農ボランティア等の活躍する場所や機会を整える  

○研修修了後、卒業生に北部丘陵での援農ボランティアの活動場所等、活躍する場

所や機会を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
67 人（累計） 

農業研修事業修了者数 目標水準 

（2020 年度） 
105 人（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

75 人（累計） 85 人（累計） 95 人（累計） 105 人（累計） 
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推進事業 ⑧ 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 農地あっせん事業の実施 

概  要 

○2011 年 5 月より「農地利用集積円滑化事業（農地あっせん事業）」を開始し、2016

年 4 月 1 日現在約 14ha の農地あっせんを実現した。市有農地の活用率も 5 割を超

え、農業研修農場の卒業生が北部丘陵内の農地で就農を行うなど、農地の利活用が進

んでいる。 

○今後も、引き続き農地あっせん事業を実施し農地の利活用を進める。 

目  的 

○農地の維持・活用を行う新たな担い手を発掘し、活用されていない農地の活用を促進

する。 

○農業者の経営基盤を強化する。 

地域にとって

の効果 

○担い手が不足して継続的な維持・活用が困難な農地の活用の可能性が開かれる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

農地、活用希望者、行政（農業振興課、農

業委員会、北部丘陵整備課） 
 

主な内容 

 

① 活用されていない農地の情報を集約しデータベース化  

○道路条件や地形等の土地条件、土地の面積・属性、地権者属性等を収集・整理す

る。 

② インターネット等を通じて農地の情報を発信  

○活用されていない農地の情報を発信。農地の基礎情報や活用するための条件等、

活用するために必要な情報を発信し、活用希望者（市民、活動団体（NPO 等）、

企業等）を広く募集する。 

③ 貸し手と借り手の橋渡し  

○情報をみて連絡してきた活用希望者に対して、実際に農地の案内や周辺の状況を

説明、農地の所有者を紹介する等を行い、支障なく農地の活用につながるように

双方の橋渡しを行う。 

○今後も引き続き実施する。 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
約 14ha 

あっせんを行った農地の面積 目標水準 

（2020 年度） 
約 15ha（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

約 14.２ha（累計） 約 14.5ha（累計） 約 14.7ha（累計） 約 15ha（累計） 
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推進事業 ⑨ 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 農業体験事業の実施 

概  要 

○北部丘陵内において、市民農園、体験農園、観光農園を実施する。 

○農に興味のある市民等の参加を募り、農作物の生育、体験学習、収穫などを行う。 

 

目  的 

○農にふれるさまざまな機会の提供し、農への関心や理解を深めるとともに参加者同士

や地域との交流を深める。 

○農地の活用方法を増やし、耕作放棄地の改善を図る。 

○北部丘陵への来訪者を増やす。 

地域にとって

の効果 

○市民農園や体験農園、観光農園の実施により、地域の農地及び農の景観の維持・保全

が図られる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

土地所有者、農業者、市民、行政（農業振

興課、北部丘陵整備課） 
市民 

主な内容 

 

① 市民農園、体験農園、観光農園実施の検討  

○北部丘陵内で市民農園を実施する土地所有者、体験農園、観光農園を実施する

農業者等へ協力を呼びかける。 

 

② 市民農園、体験農園、観光農園の実施  

○市民農園、体験農園、観光農園を整備し、実施する。 

○市民の利用者の募集を行う。 

 

 

 

 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
５園 

市民農園、体験農園、収穫体験農園の 

合計数 
目標水準 

（2020 年度） 
７園（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

農業者等への 

働きかけ 

農業者等への 

働きかけ 
６園（累計） ７園（累計） 
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推進事業 ⑩ 
担い手確保・育成プロジェクト 

事業名 市民協働による里山環境の再生・保全 

概  要 

○2012 年３月より下小山田町で小山田小学校関係者及び地域住民を中心とした「小山

田の森委員会」を、2012 年２月より小野路町で地域の農業者を中心とした「木こり

応援隊」を、2013 年１月より上小山田町で田中谷戸街づくり協議会を中心とした「ヤ

マツツジの里」を、市民協働事業として実施している。 

○これらの活動を継続するとともに、新たな場所で展開していく。 

目  的 
○市民や活動団体（NPO 等）との協働によって実施してきた活動を今後も継続的に実施

することで担い手のすそ野を強化するとともに、さらに担い手を増やしていく。 

地域にとって

の効果 

○地域だけでは、保全活動に限界のあるなか、共感する者を集め、担い手を拡大するこ

とで、持続的な保全が可能になる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

市民、活動団体（NPO 等）、行政（北部丘

陵整備課） 

行政（公園緑地課、農業振興課、市民協働

推進課） 

主な内容 

 

① 市民協働による里山環境の再生・保全活動の継続  

○「小山田の森委員会」「木こり応援隊」「ヤマツツジの里」の活動を引き続き実施

し活動を充実させる。 

 

② 新たな場所での展開  

○上記の取り組みのノウハウを活かし、活動を担う新たな市民や活動団体（NPO 等）

を募り、新たな場所で取り組みを展開する。 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
３件 

事業を実施した場所の数 目標水準 

（2020 年度） 
５件（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

新たな場所での取り

組みの働きかけ 
４件（累計） 

新たな場所での取り

組みの働きかけ 
５件（累計） 
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推進事業 ⑪ 
生活・なりわい環境整備プロジェクト 

事業名 生活道路の整備 

概  要 
○既存道路の拡幅等により、地域における持続的な生活を支える生活道路を整備する。 

 

目  的 

○生活道路整備を通じて、地域の生活利便性を高めるとともに、緊急車両の通行確保が

図れる等、緊急時や災害時の安全性を高める。また、道路整備の実施により、北部丘

陵の活性化における新たな担い手を呼び込むための環境整備につなげる。 

 

地域にとって

の効果 

○生活道路の整備を通じて、日常生活の利便性が高まるとともに、緊急車両の到達可能

範囲の拡大が図れる等、災害時の安全性が高まる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

行政（建設総務課、道路用地課、道路整備

課、北部丘陵整備課） 
地権者、街づくり協議会、東京都 

主な内容 

 

① 生活道路整備に向けた地元の合意形成、関係機関との協議   

○生活道路整備事業は地元の合意形成が大切なため、制度の概要、道路構造、整

備手法等を説明するなど、合意形成に向けた支援を行う。 

○東京都等関係機関との協議を行う。 

○都道 155 号線は、道路の整備や整備後の管理について、手順や手法をまとめ

た「整備及び管理計画」を策定する。 

② 事業決定   

○地元の合意形成を基に、生活道路整備事業として事業決定を行う。 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 

整備及び管理計画

（案）の策定 

都道 155 号線の事業決定 目標水準 

（2020 年度） 

都道 155 号線の 

事業決定 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

地元の合意形成に向

けた支援、整備及び

管理計画の策定 

 
 

都道 155 号線の 

事業決定 
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推進事業 ⑫ 
生活・なりわい環境整備プロジェクト 

事業名 新規バスルートの整備、増便 

概  要 

○交通事業者と連携し、道路整備の進捗に合わせて、北部丘陵と町田市内の既成市街地、

隣接市にある鉄道最寄り駅をネットワークするバス便等を強化し、地域の交通利便性

を高める。 

目  的 
○地域居住者の移動利便性の向上を図るとともに、観光客等が来訪しやすい環境整備を

図る。 

地域にとって

の効果 

○町田市内の既成市街地や隣接市の近傍駅へのアクセス性が向上し、地域の居住者の交

通利便性が高まる。 

○来訪者や担い手の増加につながる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

行政（交通事業推進課）、バス事業者 行政（道路整備課、北部丘陵整備課） 

主な内容 

 

① 地域の課題の把握  

○地域の意向やこれまでの協議経過を踏まえ、運行経路や頻度を検討する。 

 

② バス便強化策の検討  

○道路の整備に合わせて、バス路線の新設が可能となるように、バス事業者や警視

庁と協議を行う。 

 

③ バス便強化策に向けた実務的検討  

○地域や関係機関との協議を踏まえ、検証や調査を目的としたバスの運行を実施す

る。 

○検証の結果を踏まえ、バス事業者による自主運行を促す。 

 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
なし 

バス事業者が新たに自主運行を行った 

路線数 
目標水準 

（2020 年度） 
１ルート 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

検証運行 

(小山田桜台、唐木田間) 

  バス事業者による 

自主運行 
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推進事業 ⑬ 
生活・なりわい環境整備プロジェクト 

事業名 市街化調整区域における土地利用方策の検討（地区計画制度等の活用） 

概  要 
○北部丘陵内における秩序ある土地利用を図るための方策を検討する。 

 

目  的 

○北部丘陵の大半が市街化調整区域に指定されており、土地利用が限定されているが、

緑豊かな環境や風景に調和した土地利用と必要な生活環境の整備を目指して、地区計

画制度等の活用等適切な制度の活用について検討する。 

地域にとって

の効果 

○地域で安心して住み続けられるための生活環境の整備につながる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

行政（都市政策課）、地権者 行政（北部丘陵整備課） 

主な内容 

 

① 市街化調整区域内における地区計画の活用に向けた検討  

○町田市都市計画マスタープランを踏まえ、市街化調整区域における地区計画の

活用の考え方について検討する。 

○具体的な検討を行い、地区計画の活用の考え方を決定。 

② 住民による地域ルールづくり 

○①を踏まえ地域住民が主体となり、地区計画の活用に向けた地域ルールを検討。 

 

③ 都市計画の決定（地区計画） 

○地域ルールや地域の合意形成状況に基づき、都市計画（地区計画）の決定を行

う。 

○地域ルール及び地区計画に基づき、土地利用を図る。 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
なし 

市街化調整区域内における 

地区計画活用の考え方の策定 
目標水準 

（2020 年度） 
策定 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

地区計画活用の 

考え方の検討 

地区計画活用の 

考え方の策定 

住民による地域ルー

ルづくりの検討 

都市計画マスタープ

ランの改定 
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推進事業 ⑭ 
地域力発信プロジェクト 

事業名 フットパスの環境整備 

概  要 

○現在紹介されているフットパスをもとに活動団体（NPO 等）と協力しながら、改めて

北部丘陵の優れた景観をつなぐフットパスを活用して、地域の歴史・生活・文化資源、

緑農資源の価値を高める。 

○フットパスマップ、わかり易い道標を整備するとともに、マナーや地域説明の案内板

を設置することで、より多くの方が訪れ、心地よく散策、地域の人とふれあえる環境

をつくる。 

目  的 

○北部丘陵の魅力を再発見、再発掘し、フットパスコースをちりばめることで、多くの

人が訪れ、楽しめる地域にする。 

○北部丘陵の知名度を高める。 

地域にとって

の効果 

○地域価値の再発見と再定義によって、住民が地域を誇れるようになる。 

○来訪者の散策マナーの向上が図れる。 

○フットパスの整備とその情報発信により、北部丘陵に対する関心を高め、新たな担い

手を呼び込むことができる。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

活動団体（NPO 等）、行政（産業観光課、

北部丘陵整備課） 
行政（市民協働推進課）、地権者 

主な内容 

① フットパスコースの決定  

○北部丘陵の既存の地域資源を整理する。 

○コース、拠点を検討する。 

○土地所有関係を整理し、権利者等との調整をする 

○コースを決定する。 

② フットパスコースの開設・公開  

○ポータルサイトによる概要紹介や有償パンフレット等でコースを公開する。 

○コースを管理する。（草刈り、雨によるぬかるみ対策、ごみ拾いや利用状況の確認等） 

○北部丘陵のみどころをより広くアピールするために、フットパス周辺に点在する

主な自然・歴史・文化資源を整備する。 

○散策マナーの理解やフットパスコース、地域資源等を示した案内板等を設置する。 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
１コース 

整備されたフットパスのコースの数 目標水準 

（2020 年度） 
２コース（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

新規フットパスコー

スの検討 
権利者等との調整 権利者等との調整 

新規フットパスコー

スの開設・公開 
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推進事業 ⑮ 
地域力発信プロジェクト 

事業名 花のある道づくり 

概  要 
○道路沿道やフットパスコース沿いの市有地等を活用し、市民が草花や樹木を育成する。 

○季節の草花等により魅力のある沿道の風景をつくる。 

目  的 
○道路やフットパス沿いの景観づくりにより地域の魅力を向上し、来訪者の増加を図る。 

○担い手の活動の機会を創出し、地域への愛着を高める。 

地域にとって

の効果 

○花のある道づくりを通じて、良好な景観づくりを行うことにより、地域の魅力・価値

が高まる。 

○市民が北部丘陵に関心を持つきっかけとなり、担い手に発展することも期待される。 

推進主体 

実施主体 関連主体 

市民、活動団体（NPO 等）、企業、行政（北

部丘陵整備課、産業観光課） 
行政（市民協働推進課、公園緑地課） 

主な内容 

 

① 花のある道づくり対象地の選定・参加者の募集  

○道路沿道やフットパスコース沿いの市有地の中から花のある道づくりの新規対象

地を選定する。 

○新規対象地で草花や樹木の維持管理を担う市民や団体等を募る。 

 

② 花のある道づくりの実施・管理  

○市民や団体が草花や樹木の維持管理を実施し、継続的に活動を行う。 

○活動の展開にあわせて、花のある道づくりの普及・啓発を行うためのイベントを

実施する。 

例） 

＊花のある道づくりコンクール等の実施 

＊花のある風景写真コンクールの実施 

 

 

 

事業目標 

指標 現状 

（2016 年度） 
1 箇所 

整備された場所の数 目標水準 

（2020 年度） 
３箇所（累計） 

実施計画 

2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

花のある道づくりの

対象地の選定 

維持管理を行う団体

等の募集・呼びかけ 

新たな場所での実施 

２箇所（累計） 

新たな場所での実施 

３箇所（累計） 
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２-３ 重点事業の展開イメージ                                                                
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２-４ 小山田・小野路地域における事業展開イメージ            

 

活性化計画で先行事業実施地域とした小山田地域及び小野路地域において、具体的な事業展

開イメージを示します。 

ここでは、各事業の実施が想定される場所や活動が想定される主な主体を示しながら、具体

的な事業のイメージを示します。たたし事業展開イメージは、事業検討のたたき台として示す

ものであり、実際の事業実施については、地域住民や活動が想定される主な主体との話し合い

を行いながら今後更に検討を深めていきます。 
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（１）小山田地域の事業展開イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ：野中谷戸エリア 

 【活動が想定される主な団体：環境保全活動に興味のある団体、地域の団体、農業者、行政等】 

○里山環境の保全・再生を図るとともに、市内外から里山環境について学習や体験ができるエリアを目指す。 

○里山環境の保全・再生活動を行いながら、里山環境を活かした体験学習やツアーの開催や収穫物の販売な

ど、団体等が自ら収益活動を行うことができる仕組みを模索し、里山環境の回復や保全活動の充実を図る。 

Ⅱ：田中谷戸（北の谷）エリア   

【活動が想定される主な団体：地域の団体、農業者、環境保全活動に興味のある団体、行政等】 

○野中谷戸へつながる尾根道沿道に山ツツジを植栽することで、市内外からの観光者や地域住民が歩いて楽

しいエリアを目指す。 

○現在実施している山ツツジの植栽活動を拡大するとともに、山林火災の防止、里山環境の保全・再生の観

点から、行政や大学との協働で沿道の下草刈りを行うなど、定期的な山林の維持管理を行う。 

Ⅲ：四季彩の森、小山田小学校裏エリア  

 【活動が想定される主な団体：地域の団体、農業者、環境保全活動に興味のある団体、行政等】 

○雑木林の保全や沿道の下草刈りにより、市道忠生 630 号線沿道の景観づくりを進める。 

○現在実施している四季彩の森や小山田小学校裏の山林の下草刈り等の活動を継続する。 

Ⅳ：田中谷戸（鶴見川源源流）エリア  

【活動が想定される主な団体：行政、地域の団体、環境保全活動に興味のある団体、農業者等】 

○鶴見川源流域としてできるだけ地形の改変を避け、植生や生物の多様性を回復し、水系の保全を図るエリ

アを目指す。 

○水土砂災害の危険性があるため、行政によって定期的な山林の維持管理を実施する。 

○鶴見川源源流と長池公園をつなげるために、現道を活かして、長池公園につながる遊歩道づくりを進める。

また、途中の眺望点に鶴見川の河口が見える展望台を設ける。 

Ⅴ：大善エリア    

【活動が想定される主な団体：地域の団体、環境保全活動に興味のある団体、農業者等】 

○大善倶楽部を中心に新たな交流・回遊拠点を開設する。農産物の直売所を設けるとともに、山林の維持管

理等のための地域の活動拠点やフットパス利用者らの休憩場となる拠点を目指す。 

○拠点運営の担い手となる地元住民をはじめとした運営組織づくりを進め、地域が主体となった拠点運営の

仕組みをつくる。 

Ⅵ：西山中谷戸エリア    

【活動が想定される主な団体：行政、地域の団体環境保全活動に興味のある団体、農業者等】 

○多摩地域の谷戸の中でも自然環境の資質が高い谷戸として、谷戸の風景の再生を目指す。 

○山林火災の防止、里山環境の保全・再生の観点から、必要に応じ市も協力して山林の維持管理を実施しつ

つ、山林の維持管理の担い手となる地元住民をはじめとした組織づくりを進め、行政、住民組織や大学と

の協働によって沿道の下草刈りなどが実施されるような仕組みをつくる。 

 

＊事業展開イメージは、事業検討のたたき台として想定したものです。 

＊実際の事業実施については、地域住民等と話し合いながら今後更に検討していきます。 
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（２）小野路地域の事業展開イメージ 

 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ：小野路宿エリア   

【活動が想定される主な団体：地域の団体、環境保全活動に興味のある団体、農業者等】 

○「小野路宿里山交流館」を中心に、周辺の回遊スポットを整備し、宿場町の風情や古道などの地域資源を

活かした歴史・文化観光の交流・回遊拠点としてさらなる充実を図る。 

○「小野路宿里山交流館」の運営に加えて、竹の子などの地元の特産物の加工品の製造・販売等により、自

ら収益活動を行うことができる仕組みを模索し、交流・回遊拠点としての充実を図る。また、宿通り西側

や関谷の切通し周辺では、行政やボランティアなどとの協働により、山林の維持管理を行いながら、「小野

路宿里山交流館」周辺の回遊性を高めるための環境を整備する。 

Ⅱ：小野路馬場エリア  

【活動が想定される主な団体：行政、農業者、地域の団体、環境保全活動に興味のある団体等】 

○農地のあっせんや農道の整備を通し、馬場では、農業体験事業（市民農園、体験農園、観光農園）によっ

て市民が気軽に親しむことができたり、ウォーキングとセットの農業体験、炭焼き体験、本格的な農業に

取り組むことができる等、農に関する様々な取り組みを実践するエリアを目指す。また、市民農園や体験

農園、フットパスを利用する市民に対し、沿道及び周辺で花のみちづくりを行うことにより、地域の価値

をさらに高めることを目指す。 

○既に行われている町田市による農地あっせん事業を活用し、農に関する取り組みを広げるとともに、農を

楽しむ人や農業者同士をつなげる。 

Ⅲ：奈良ばい谷戸エリア   

【活動が想定される主な団体：環境保全活動に興味のある団体、地域の団体、農業者等】 

○多様な担い手による山林や農地の活用を推進し、谷戸の風景の再生に取り組む。 

○里山環境の保全・再生活動を行いながら、里山環境を活かした体験学習やツアーの開催や収穫物の販売な

ど、団体等が自ら収益活動を行うことができる仕組みを模索し、里山環境の回復や保全活動の充実を図る。 

 

 

＊事業展開イメージは、事業検討のたたき台として想定したものです。 

＊実際の事業実施については、地域住民等と話し合いながら今後更に検討していきます。 
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      第３章  

      アクションプランの推進方策 
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３-１ 推進体制の整備                          

（１）地域住民を始めとする多様な担い手の協働 

アクションプランを着実に推進していくためには、これまでと同様に北部丘陵に関わる多様

な担い手それぞれの持つ資源や能力、得意分野を活かし、話し合いの機会を持ち交流を深めな

がらビジョンを共有し、それぞれの事業を実践していく必要があります。具体的には以下に示

す方法等によって、多様な担い手の協働により各種事業の推進を図ります。 

１）アクションプランに対する地域住民等の理解を深める取り組み 

アクションプランに位置づけた事業を実施していくためには、まず始めに北部丘陵の地域住

民や地域に関わる活動団体等が、アクションプランの必要性や趣旨、事業の内容等について理

解を深めることが重要です。 

そのために、市と地域住民及び地域に関わる活動団体等が、様々な機会を通じてアクション

プランの内容を確認しあい、意見交換を行う機会を設けます。 

 

２）事業推進の核の発掘・育成 

事業の持続的な実施には、事業実施の核となる組織や人材の存在が不可欠となります。その

ため、事業実施の初動期においては、主に市が中心となり地域住民と協議を行いながら各事業

に取り組みます。そして、取り組みに関わる地域の担い手や新たな担い手と話し合いの場を持

ちながら事業を進めていく中で、例えば大学や企業・活動団体（NPO 等）などが、自ら中心と

なって事業を継続していけるよう担い手の発掘・育成に取り組みます。 

 

３）小さなプラットフォームの形成とネットワーク化 

北部丘陵の各所で進める個々の推進事業においては、事業に関わる担い手同士が一緒になっ

て考え、お互いの意見を交わす場をつくり出します。こうした場を「プラットフォーム」を呼

びます。事業ごとの小さなプラットフォームを形成することで、事業を円滑かつ効率的に進め

ていきます。また、こうしたプラットフォームの形成は、市が中心となって行います。 

また、形成された幾つものプラットフォームを結びつけネットワークを構築することにより、

各事業の連携を深めます。事業の連携を深めることにより、相乗効果の創出や新しい事業の創

造を目指します。 
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４）「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワーク」の構築と 

活性化の促進 

小さなプラットフォームを形成する一方で、「（仮称）北部丘陵活性化計画アクションプラン

検討委員会」を継続的に開催し、アクションプランの進捗状況の確認や中期的・継続的に検討

が必要な内容について意見交換を行います。 

上記検討委員会のメンバーや、北部丘陵の各所で進める事業に関わる様々な担い手（小さな

プラットフォームの参加者など）が集まる場として「（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネット

ワーク」を立ち上げます。（大きなプラットフォームの形成） 

推進ネットワークでは、担い手同士の情報交換や相互理解を深める取り組みを実施します。

こうした取り組みを実施することにより、推進ネットワークが北部丘陵の将来ビジョンの共有

等を図る場所としての役割を果たすとともに、担い手同士のさらなる連携や協働により北部丘

陵の全体の活性化の促進を図ります。 

推進ネットワークでの議論や意見を踏まえて、進めている事業の軌道修正なども機動的に実

施していきます。 

 

 

地域の活動団体 

企業 

地域住民 

行政 

農業を営む人 

樹林地を持つ人 

農や緑の魅力に 
魅せられた人 

自然・歴史・文化を 
楽しむ人々 

 

学校・学生 
（仮称）北部丘陵まちづくり 

推進ネットワーク 

行政は、構成員と

事務局を兼務 

ＪＡ等の関連団体 

歴史・文化巡り 

プラットフォーム プレーパークづくり 

プラットフォーム 

大学生の里山づくり 

プラットフォーム 

北部丘陵で起業 

プラットフォーム 
農ある暮らしの実践 

プラットフォーム 
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（２）事業推進のための庁内体制の連携強化 

事業を実施する主体はそれぞれ異なりますが、市が実施するものや市が支援する事業が数多

くあります。また、市の関与する事業においても、その内容によって担当する部署が異なり、

複数の部署が連携して実施する事業もあります。 

そのため、主体的に事業の担う関係各課が、効率的・効果的に事業を推進できるよう、北部

丘陵整備課が中心となり庁内調整を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）国、都、近隣自治体との連携強化 

実施する事業の中には、河川整備や法制度に基づく指定等、町田市が単独では実施できない

事業もあります。また、北部丘陵は八王子市や多摩市と隣接しており、道路整備や交通アクセ

スの改善等、綿密な協議や調整が必要な事業も少なくありません。 

そのため、事業の実施に関しては、国や東京都、関係機関や近隣自治体等と役割分担等を行

いながら連携を図り、円滑な事業の推進を図ります。 
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３-２ 計画・事業の進行管理                       

アクションプランに位置づけた事業を着実に実施し成果をあげていくためには、その進捗状

況を定期的に点検・評価し必要に応じて改善していく進行管理が重要です。 

進行管理については、Plan（計画）Do（実行）Check（点検・評価）Action（見直し）の

PDCAサイクルの考え方に基づいて実施していきます。また、推進事業以外の活性化計画掲載

事業についても、社会状況の変化や（仮称）北部丘陵まちづくり推進ネットワークにおける検

討結果等を踏まえ、事業実施に向けた地域の機運の高まりを見極めながら、推進事業との連携

に配意して実現に務めます。 

アクションプランの進行管理における点検・評価は、本書に位置づけた各種事業の進捗状況

を把握することによって行います。本書では、実施事業の点検・評価を行いやすくするために、

各事業に具体的な指標を定めるとともに、現状における指標の実施状況や指標を達成する目標

年次等を明記しています。これらの指標に基づき、進捗状況を年度ごとに把握します。 

把握した進捗状況は、（仮称）北部丘陵活性化計画アクションプラン検討委員会に示して評

価・点検を行うとともに、社会状況の変化を踏まえて 2020 年度に行う活性化計画の改定に

反映します。 

 

■アクションプランの進行管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 

Action（見直し） 

Check（点検・評価） 

Do（実行） 

●町田市北部丘陵活性化計画アクションプランの策定 

 事業の進捗を把握する具体的指標、目標年次を明記 

●各種事業の実施 

●指標に基づき事業の進捗状況を把握 

●北部丘陵活性化計画アクションプラン

検討委員会による点検・評価 

●2020 年度の活性化計画の改定に反映 


